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財 務 省 



平成２２年度 税制改正要望事項 

    財 務 省 

 

１ 円の国際化及び金融・資本市場の活性化に係る措置（金融庁等

からも要望） 

（１）非居住者等が受け取る公社債の利子等に係る非課税措置の簡素化・拡充 

【所得税・法人税／拡充】 

   

（２）非居住者等が受け取る民間国外債等の利子等に係る非課税措置（適用期限：

２２年３月末）の恒久化【所得税・法人税／拡充】 

     

２ 特定輸出貨物の運送等に係る措置 

特定輸出貨物（ＡＥＯ輸出貨物）に係る役務の提供に課される消費税の免除  

【消費税等／拡充】 

 

３ 酒類に関する措置 

ビールに係る酒税の税率の特例期間の延長【酒税／継続】 

 

４ その他の税制措置 

（１）金融商品間の損益通算の範囲拡大に向けた必要な税制上の措置（金融庁から 

も要望）【所得税・個人住民税／新規】 

 

（２）試験研究等を目的とする独立行政法人への寄付金に係る指定寄付金制度の創 

設（文科省等他府省からも要望）【所得税・法人税・法人住民税・事業税／新規】 
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国税（酒税）、地方税（なし）

※　金融商品間の損益通算の範囲拡大に向けた必要
な税制上の措置

国税（所得税）、地方税（個人住民税）

（注）この減収見込額に対応する財源については、金融庁において施策全体として増収となると整理しており、その中で充当されるもので
ある。

※　試験研究等を目的とする独立行政法人への寄付金
に係る指定寄付金制度の創設

国税（所得税、法人税）、地方税（法人住民税、事業税）

減収見込額
（国税）

3

1（1）

1（2）

2

項　　　　　　　目　　　　　　　名

（税　　　　　　目）

※　非居住者等が受け取る公社債の利子等に係る非課
税措置の簡素化・拡充

減収見込額
（地方税）

4（1）

4（2）

国税（所得税、法人税）、地方税（なし）

※　非居住者等が受け取る民間国外債等の利子等に
係る非課税措置（適用期限：22年3月末）の恒久化

国税（所得税、法人税）、地方税（なし）

特定輸出貨物（ＡＥＯ輸出貨物）に係る役務の提供に課
される消費税の免除

国税（消費税）、地方税（地方消費税）

ビールに係る酒税の税率の特例期間の延長

平成22年度税制改正要望事項一覧
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として利用する場合には、保税地域間の運送が発生。

特定輸出貨物の
運送等に係る措置



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                          

ビールに係る酒税の税率の特例 

（概要） 

１ 適用対象者 前年度の課税移出数量が 1,300kℓ以下のビールの製造者 

 ２ 軽 減 内 容 当年度の課税移出数量のうち 200kℓまでのものについて、酒税を軽減 

 ３ 軽 減 割 合 20％ 

 ４ 適 用 期 間  

  ① 平成 17 年４月１日から平成 22 年３月 31 日までに初めてビールの製造免許を取得した者 

   ⇒ 当該免許取得の日から５年間 

  ② 平成 17 年３月 31 日以前にビールの製造免許を取得した者 

   ⇒ 平成 22 年３月 31 日まで 

税目：酒税 

適用期限：平成 22 年３月 31 日 

 

20％軽減 

62 円 

（例） ビール（350mℓ）の酒税負担 

本  則 

中小製造者 

77 円 製造場 

酒類に関する措置 



株式と債券の損益通算の相関図（概要） 

株  式 債  券 
 

上  場 特 定 公 社 債【注２】 
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申告分離 

（20％）【注１】 

 
申告分離 

（20％） 

 
源泉分離 

（20％） 

 

【注１】上場株式等の譲渡所得等及び配当等に係る税率は、平成 23 年末まで 10%（個人住民税 3%を含む）の軽減税率が適用されている。 

【注２】特定公社債とは、①国内で発行される現物債（転換社債を除く）、②発行時に源泉徴収される割引債（転換社債を除く）以外の債券をいう。          
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金融商品間の損益通算の

範囲拡大に係る税制措置 



寄附金の種類 損金算入額

国・地方公共団体

に対する寄附金
全額

特定公益増進法人
に対する寄附金

損金算入限度額の
範囲内（注）

一般寄附金
損金算入限度額の
範囲内

（注１）損金算入限度額
（所得金額の5.0％＋資本金等の額の0.25％）×1/2）
＊平成20年度に、2.5％→5.0％に引上げ

（注２）一般寄附金の限度枠とは別枠で同額まで認められる

（現行）

損金算入限度額

（要望：指定寄附金）

法人から独法に対する寄附金

法人から独法に対する寄附金

損金不算入・課税

全額損金算入

法人が行う寄附に対する課税の取扱い

指定寄附金

独立行政法人への寄付金に
係る指定寄付金制度の創設


	04　平成22年度　大臣説明用　資料集（表紙）.pdf
	10◎平成22年度　要望事項（説明なし）.pdf
	03　○室長再訂正版　211104（要望、見直し一覧） kitaura.pdf
	01 02　国際局　概要一枚紙（振替公社債）.pdf
	03　関税局　【資料】輸出貨物の運送等に係る免税措置の特定輸出貨物への拡充.pdf
	04　国税庁　1-2【211027酒税課（地ビール）】ビールに係る酒税の税率の特例（ポンチ絵）.pdf
	05　理財局　概要一枚紙（金融課税一体化）【政務官説明】.pdf
	06　国税庁　2-2【211027酒税課（寄付金）】指定寄附金への指定（ポンチ絵）.pdf

